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議案第１８８号 

   令和６年度新潟市一般会計補正予算（第１０号） 

 令和６年度新潟市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２，８７７，７７１千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４６４，９３５，６８１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加、変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。  

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加、変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 市税 132,872,349 720,761 133,593,110

 1 市民税 61,735,529 720,761 62,456,290

 8 地方消費税交付金 19,114,338 1,714,087 20,828,425

 1 地方消費税交付金 19,114,338 1,714,087 20,828,425

13 地方特例交付金 5,610,000 126,995 5,736,995

 1 地方特例交付金 5,547,000 123,619 5,670,619

 2 新型コロナウイルス感
染症対策地方税減収補
填特別交付金

63,000 3,376 66,376

14 地方交付税 80,919,000 2,273,354 83,192,354

 1 地方交付税 80,919,000 2,273,354 83,192,354

19 国庫支出金 92,926,848 3,314,665 96,241,513

 1 国庫負担金 60,903,740 2,756,198 63,659,938

 2 国庫補助金 31,714,242 558,467 32,272,709

20 県支出金 24,506,623 1,894,569 26,401,192

 1 県負担金 16,622,474 1,597,217 18,219,691

 2 県補助金 6,225,198 297,352 6,522,550

21 財産収入 1,214,818 108,321 1,323,139

 2 財産売払収入 988,552 108,321 1,096,873

22 寄附金 1,336,944 530,000 1,866,944

 1 寄附金 1,336,944 530,000 1,866,944

23 繰入金 3,013,339 706,255 3,719,594

 2 基金繰入金 2,674,202 706,255 3,380,457

25 諸収入 19,179,770 858,864 20,038,634

 4 収益事業収入 1,290,531 176,590 1,467,121

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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款 項

 5 雑入 2,548,598 682,274 3,230,872

26 市債 45,914,700 629,900 46,544,600

 1 市債 45,914,700 629,900 46,544,600

452,057,910 12,877,771 464,935,681歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 2 総務費 45,053,643 2,272,530 47,326,173

 1 総務管理費 40,666,216 2,272,530 42,938,746

 3 民生費 153,885,515 8,424,207 162,309,722

 1 社会福祉費 21,756,477 334,579 22,091,056

 2 児童福祉費 51,145,780 2,664,370 53,810,150

 3 障がい福祉費 26,749,476 3,162,881 29,912,357

 4 生活保護費 17,769,239 722,866 18,492,105

 5 老人福祉費 27,519,044 △ 45,289 27,473,755

 7 災害救助費 8,905,612 1,584,800 10,490,412

 4 衛生費 29,572,569 1,202,361 30,774,930

 1 保健衛生費 18,909,217 1,202,361 20,111,578

 6 農林水産業費 6,197,797 641,300 6,839,097

 1 農業費 3,018,330 122,400 3,140,730

 2 農地費 2,943,576 498,900 3,442,476

 3 水産業費 235,891 20,000 255,891

 7 商工費 11,684,379 226,700 11,911,079

 1 商業費 9,851,222 328,700 10,179,922

 2 工業費 1,833,157 △ 102,000 1,731,157

 8 土木費 62,959,227 △ 1,699,405 61,259,822

 4 都市計画費 25,707,386 △ 1,557,478 24,149,908

 7 建築費 4,092,687 △ 141,927 3,950,760

 9 消防費 11,473,786 △ 80,000 11,393,786

 1 消防費 11,473,786 △ 80,000 11,393,786

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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款 項

10 教育費 68,367,485 908,183 69,275,668

 1 教育総務費 9,559,359 802,000 10,361,359

 2 小学校費 28,447,853 △ 57,000 28,390,853

 3 中学校費 20,404,785 155,127 20,559,912

 4 高等学校費 2,034,409 2,883 2,037,292

 6 特別支援学校費 1,624,645 5,173 1,629,818

11 災害復旧費 6,169,308 30,000 6,199,308

 2 その他施設災害復旧費 792,928 30,000 822,928

12 公債費 48,394,713 951,895 49,346,608

 1 公債費 48,394,713 951,895 49,346,608

452,057,910 12,877,771 464,935,681歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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第２表　繰越明許費補正

       １　追　加
（単位  千円）

2 総務費 1 総務管理費 旧小須戸新栄町住宅埋設物撤去事業 1,500

  ガバメントクラウド環境整備事業 169,000

  潟東地区西小学校利活用事業 11,000

  地域コミュニティ育成事業 3,600

  荻川コミュニティセンター電気設備修繕事業 2,200

  自治会等集会所復旧補助事業 12,000

  音楽文化会館大規模改修事業 103,500

  新潟市美術館改修事業 9,000

  旧齋藤氏別邸庭園保存整備事業 30,594

  鳥屋野総合体育館大規模改修事業 14,000

  スポーツ施設アスベスト除去事業 31,300

  避難所環境整備事業 100,000

 3 戸籍住民基本 住民記録システム等改修事業 64,417

　台帳費

3 民生費 1 社会福祉費 ひとり親世帯に対する物価高騰対策給付金 155,000

 2 児童福祉費 こども創造センター改修事業 30,000

  旧中野山ひまわりクラブ解体事業 19,904

  旧葛塚ひまわりクラブ解体事業 2,300

  旧葛塚東児童館解体事業 2,200

 3 障がい福祉費 障がい福祉システム改修事業 28,000

  地方公共団体情報システム標準化対応事業 300,000

  あすなろ福祉園解体事業 3,800

  障がい福祉施設整備事業 445,250

 5 老人福祉費 グループホーム整備事業 79,200

款 項 事 業 名 金 額
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（単位  千円）

3 民生費 5 老人福祉費 小規模多機能型居宅介護事業所整備事業 79,200

  地域介護・福祉空間整備等施設整備事業 75,230

 7 災害救助費 被災家屋等の解体・撤去事業 3,814,000

  被災者生活再建支援金 426,000

  液状化被災宅地等復旧支援事業 940,000

4 衛生費 1 保健衛生費 総合保健医療センター照明設備改修事業 3,685

  水道事業会計出資金 128,000

  地域保健福祉センターＬＥＤ化推進事業 1,683

  青山斎場改修事業 77,000

  ゼロカーボン戦略推進事業 134,194

  浄化槽設置整備事業補助金 2,970

 2 清掃費 新潟駅周辺喫煙所整備事業 21,056

6 農林水産業費 1 農業費 元気な農業応援事業 33,000

  園芸経営継続緊急支援事業 35,000

  保安林等保護管理事業 7,871

  松くい虫防除対策費 74,900

  森林経営管理事業 10,120

 2 農地費 県営土地改良事業費負担金 533,800

  農業基盤整備促進事業 26,803

  農業基盤整備促進事業補助金 15,100

  農業水利施設ストックマネジメント事業費補助金 11,800

 3 水産業費 漁港管理費 1,400

 新潟県農林水産業総合振興事業費補助金 2,857

款 項 事 業 名 金 額
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（単位  千円）

6 農林水産業費 3 水産業費 漁業燃油等高騰対策事業 20,000

7 商工費 1 商業費 生活応援プレミアム付商品券発行事業 335,000

  佐渡連携誘客事業 20,000

  新潟清酒を活用した誘客推進事業 30,000

  かぼちゃ電車を活かした地域の魅力向上事業 45,000

  白根まち歩き空間整備事業 16,700

  センター白岩前公衆トイレ解体事業 1,300

 2 工業費 省力化・省エネ化補助金 30,000

8 土木費 2 道路橋りょう 道路橋りょう事業 3,982,964

　費

  道路維持管理用車両購入事業 5,700

  道路新設改良事業 4,431,875

  道路排水施設更新事業 8,000

  交通安全施設維持補修事業 5,000

 4 都市計画費 宅地等地震被害状況基礎調査事業 141,912

  新潟駅周辺整備事業 3,654,658

 5 公園緑地費 公園緑地整備事業 400,553

  公園緑地管理事業 12,000

  松くい虫防除事業 6,864

  白山公園駐車場改修事業 9,700

 6 都市排水応急 都市排水応急対策事業 45,036

　対策費

  都市排水施設維持管理事業 7,000

9 消防費 1 消防費 消防団器具置場建設事業 4,900

西消防署空調改修事業 2,400

款 項 事 業 名 金 額
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（単位  千円）

9 消防費 1 消防費 北消防署自家用給油施設整備事業 2,200

10 教育費 3 中学校費 教師用教科書・指導書購入費 182,127

 4 高等学校費 教師用教科書・指導書購入費 2,883

 6 特別支援学校 教師用教科書・指導書購入費 5,173

　費

11 災害復旧費 1 公共土木施設 道路災害復旧事業 4,687,524

　災害復旧費

  公園災害復旧事業 119,920

 2 その他施設災 公立学校災害復旧事業 30,000

　害復旧費

 その他施設災害復旧事業 92,909

款 項 事 業 名 金 額
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       ２　変　更
（単位  千円）

補 正 前 補 正 後

金 額 金 額

3 民生費 7 災害救助費 被災住宅応急修理事業 632,000 1,110,800

液状化等被害住宅修繕支援事業 564,000 1,064,000

6 農林水産業費 3 水産業費 漁港整備事業 30,000 70,611

8 土木費 2 道路橋りょう 道路橋りょう維持補修事業 657,000 677,000

　費

款 項 事 業 名
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第３表　債務負担行為補正

       １　追　加
（単位  千円）

地方公共団体情報システム標準化対応 令和 7年度から 566,154 

事業 令和 8年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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１　追　加

。）

行を

含む

の共

同発

共団 ）

体と

の地 を行った後においては

方公 、当該見直し後の利率

債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

歳入欠かん費 42,000

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

（他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。

第４表　地方債補正

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

災害援護資金貸付事業費 120,000 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法老人福祉施設整備事業費 22,500

又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た
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2　変　更

））

、当該見直

。） し後の利率 。） し後の利率

含む 、当該見直 含む

同発 を行った後 できる。

臨時財政対策費 5,327,000 行を においては 5,350,700 行を においては

業費 同発 を行った後 できる。

その他施設災害復旧事 3,041,500 の共 率の見直し 債に借り換えることが 3,176,000 の共 率の見直し 債に借り換えることが

費 体と について利 限を短縮し、又は低利 体と について利 限を短縮し、又は低利

方公 公共団体金 り据置期間中であって

都市計画施設整備事業 857,900 共団 融機構資金 も繰上償還し、償還年 299,800 共団

方公 公共団体金 り据置期間中であって

融機構資金 も繰上償還し、償還年

団体営土地改良事業費 140,600 の地 金及び地方 だし、財政の都合によ 155,700 の地 金及び地方 だし、財政の都合によ

担金 （他 で、政府資 は２期に償還する。た （他 で、政府資 は２期に償還する。た

債券 方式で借り 若しくは不均等の方法

県営土地改良事業費負 268,200 発行 入れる場合 により、毎年度１期又 802,000 発行

債券 方式で借り 若しくは不均等の方法

入れる場合 により、毎年度１期又

水道事業出資金 286,000 又は 利率見直し 元利均等又は元金均等 434,000 又は 利率見直し 元利均等又は元金均等

業費 貸借 （ただし、 期間を含み30年以内に 貸借 （ただし、 期間を含み30年以内に

障がい福祉施設整備事 1,100 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置 149,500 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置

（単位　千円）

起　債　の　目　的

補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　前 補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　後

限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法 限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法
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議案第１８９号 

   令和６年度新潟市国民健康保険事業会計補正予算（第３号） 

 令和６年度新潟市の国民健康保険事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２１，４６５千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ７１，６５５，５０６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 令和７年２月１８日提出  

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 7 繰入金 6,193,849 6,193,849

 1 他会計繰入金 6,015,480 158,721 6,174,201

 2 基金繰入金 178,369 △ 158,721 19,648

 8 繰越金 1 221,465 221,466

 1 繰越金 1 221,465 221,466

71,434,041 221,465 71,655,506

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 6 諸支出金 80,000 221,465 301,465

 1 償還金及び還付加算金 80,000 221,465 301,465

71,434,041 221,465 71,655,506

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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議案第１９０号 

   令和６年度新潟市中央卸売市場事業会計補正予算（第２号） 

 令和６年度新潟市の中央卸売市場事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２７，３００千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１，０３９，６００千円とする。  

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 3 繰入金 318,212 △ 27,300 290,912

 1 他会計繰入金 287,412 △ 27,300 260,112

1,066,900 △ 27,300 1,039,600

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場費 578,181 △ 91,000 487,181

 1 市場費 578,181 △ 91,000 487,181

 3 基金積立金 121,356 63,700 185,056

 1 基金積立金 121,356 63,700 185,056

1,066,900 △ 27,300 1,039,600

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

-19-



第２表　繰越明許費

（単位  千円）

1 中央卸売市場 1 市場費 照明設備及び防災設備改修事業 2,800

　費

款 項 事 業 名 金 額
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議案第１９１号 

令和６年度新潟市と畜場事業会計補正予算（第１号） 

 令和６年度新潟市のと畜場事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５５，０００千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１，２２７，５８８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 3 繰入金 101,322 28,000 129,322

 1 他会計繰入金 101,322 28,000 129,322

 5 諸収入 5,360 27,000 32,360

 1 雑入 5,360 27,000 32,360

1,172,588 55,000 1,227,588

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 と畜場費 1,122,750 55,000 1,177,750

 1 と畜場費 1,122,750 55,000 1,177,750

1,172,588 55,000 1,227,588

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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議案第１９２号 

令和６年度新潟市土地取得事業会計補正予算（第１号） 

令和６年度新潟市の土地取得事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（繰越明許費） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は、「第１表 繰越明許費」による。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 
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第１表　繰越明許費

（単位  千円）

1 土地取得事業 1 事業費 一般国道１１６号新潟西道路用地先行取得事業費 94,600

  費

款 項 事 業 名 金 額
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議案第１９３号 

   令和６年度新潟市介護保険事業会計補正予算（第４号） 

 令和６年度新潟市の介護保険事業会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９７６，７９４千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ８６，２６９，３６６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一    
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 介護保険料 18,070,096 △ 216,227 17,853,869

 1 介護保険料 18,070,096 △ 216,227 17,853,869

 3 国庫支出金 19,511,500 △ 250,005 19,261,495

 1 国庫負担金 14,533,588 △ 200,186 14,333,402

 2 国庫補助金 4,977,912 △ 49,819 4,928,093

 4 県支出金 12,144,138 △ 128,901 12,015,237

 1 県負担金 11,732,078 △ 128,901 11,603,177

 5 支払基金交付金 22,593,924 △ 273,395 22,320,529

 1 支払基金交付金 22,593,924 △ 273,395 22,320,529

 7 繰入金 13,323,746 △ 108,266 13,215,480

 1 一般会計繰入金 12,736,569 △ 100,910 12,635,659

 2 基金繰入金 587,177 △ 7,356 579,821

87,246,160 △ 976,794 86,269,366

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,469,793 35,780 1,505,573

 1 総務管理費 857,945 19,780 877,725

 3 介護認定調査・審査会
費

457,429 16,000 473,429

 2 保険給付費 80,817,437 △ 1,012,574 79,804,863

 1 介護サービス等諸費 73,545,091 △ 1,012,574 72,532,517

87,246,160 △ 976,794 86,269,366

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

地方公共団体情報システム標準化対応 令和 7年度から 450,846 

事業 令和 8年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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議案第１９４号 

令和６年度新潟市公債管理事業会計補正予算（第１号） 

 令和６年度新潟市の公債管理事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９５７，１１７千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ８０，９００，５９１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 財産収入 50,422 5,222 55,644

 1 財産運用収入 50,422 5,222 55,644

 2 繰入金 56,018,252 951,895 56,970,147

 1 他会計繰入金 48,392,713 951,895 49,344,608

79,943,474 957,117 80,900,591

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 公債費 79,943,474 957,117 80,900,591

 1 公債費 79,943,474 957,117 80,900,591

79,943,474 957,117 80,900,591

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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議案第１９５号 

   令和６年度新潟市下水道事業会計補正予算（第５号） 

 （総則） 

第１条 令和６年度新潟市下水道事業会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところに

よる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 令和６年度新潟市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条本文中「特

別損失中災害復旧費６６９，９００千円の財源に充てるため、企業債３７７，３００千

円を借り入れる。」を「特別損失中災害復旧費５０７，４００千円の財源に充てるため、

企業債４７５，８００千円を借り入れる。」に改め、収益的収入及び支出の予定額を次の

とおり補正する。 

  収 入                            （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 事業収益 32,945,862 △261,000 32,684,862 

 第３項 特別利益 292,601 △261,000 31,601 

  支 出                            （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 事業費 31,881,538 △162,500 31,719,038 

 第３項 特別損失 671,753 △162,500 509,253 
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 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１３，

７５２，２５４千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額５７７，０５６

千円、当年度損益勘定留保資金等１２，７３３，４７８千円及び当年度利益剰余金処分

額４４１，７２０千円で補填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し

て不足する額１３，７５２，３２０千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調

整額５９１，８２９千円、当年度損益勘定留保資金等１２，８３１，９７８千円及び当

年度利益剰余金処分額３２８，５１３千円で補填するものとする。」に改め、資本的収入

及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収 入                             （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的収入 25,491,744 15,500 25,507,244 

 第１項 企業債 18,233,300 15,500 18,248,800 

支 出                             （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 39,243,998 15,566 39,259,564 

 第１項 建設改良費 17,010,824 15,566 17,026,390 
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 （債務負担行為） 

第４条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、

次のとおり補正する。 

（追加）                             （単位 千円） 

事   項 期   間 限 度 額 

松浜雨水ポンプ場調整池築造工事 令和７年度 2,500,000 

小新ポンプ場Ｎｏ．１～３ガスタービン 

制御ユニット盤更新工事 

令和７年度から 

令和８年度まで 

400,000 

 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１９６号 

令和６年度新潟市水道事業会計補正予算（第５号） 

（総則）  

第１条 令和６年度新潟市水道事業会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによ

る。 

（資本的収入及び支出） 

第２条 令和６年度新潟市水道事業会計予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的

支出額に対して不足する額７，２３９，１６０千円は、」を「資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額７，０９１，１６０千円は、」に、「及び建設改良積立金１，

０７５，１４１千円で」を「及び建設改良積立金９２７，１４１千円で」に改め、資本

的収入の予定額を次のとおり補正する。 

収 入                             （単位 千円） 

科    目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的収入 5,890,117 148,000 6,038,117 

第３項 出資金 286,000 148,000 434,000 

 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１９７号 

令和６年度新潟市病院事業会計補正予算（第４号） 

（総則） 

第１条 令和６年度新潟市病院事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによ

る。 

 （資本的収入及び支出） 

第２条 令和６年度新潟市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第４条に定めた資

本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収 入                             （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 市民病院資本的収入 3,535,475 20,000 3,555,475 

 第１項 企業債 2,580,700 20,000 2,600,700 

支 出                             （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 市民病院資本的支出 4,339,857 20,000 4,359,857 

 第１項 建設改良費 2,691,603 20,000 2,711,603 

 （企業債） 

第３条 予算第６条に定めた建設改良事業に係る企業債について、その限度額を次のよう

に改める。 

（単位 千円） 

起債の目的 補正前 補正後 

建設改良事業 2,580,700 2,600,700 

 

 令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

-37-



 

議案第１９８号 

   新潟市手数料条例の一部改正について 

 新潟市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

   新潟市手数料条例の一部を改正する条例 

 新潟市手数料条例（平成１２年新潟市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

別表のうち（６）の表１の項を次のように改める。 

１ 農地に関する証明書交付手数料  

 （１） 農業振興地域整備計画に係る

証明書 

１通につき ６００円 

 （２） 農業経営基盤強化促進法等の

一部を改正する法律（令和４年法律

第５６号）附則第５条第２項に規定

する農用地利用集積計画に係る証明

書 

１通につき ６００円 

 （３） その他の証明書 １通につき ３００円 

附 則  

この条例は、令和７年３月３１日から施行する。  
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議案第１９９号 

   新潟市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例の一部改正について 

 新潟市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

   新潟市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例（平成２８年新潟市条例第１４

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の表中「新潟市中央区西堀前通６番町８９４番地１」を「新潟市中央区白山浦１

丁目６１４番地５」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で定める日から

施行する。 
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議案第２００号 

   調停について 

 次のとおり調停を成立するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

１ 事件 

  個人情報が記載された通知文書の誤送付に係る新潟簡易裁判所令和６年（ノ）第４２

号損害賠償請求調停事件 

２ 当事者 

 申立人 新潟市東区在住 １名（当時） 

 相手方 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

      新潟市 

       代表者 新潟市長 中原 八一 

３ 調停条項 

（１） 相手方は、申立人に対し、上記事件について解決金４，０００，０００円の支

払義務があることを認める。 

（２） 相手方は、申立人に対し、前号の金員を申立人が指定する口座に振り込む方法

により支払う。振込手数料は相手方の負担とする。 

（３） 申立人は、その余の請求を放棄する。 

（４） 申立人及び相手方は、上記事件に関し、申立人と相手方の間には、前３号に定

めるもののほか何らの債権債務がないことを相互に確認する。 

（５） 調停費用は各自の負担とする。 
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議案第２０１号 

   和解及び損害賠償の額の決定について 

 次のとおり和解し、損害賠償の額を決定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 事件 

  令和６年８月１１日午後２時５０分頃、新潟市南区において甲が管理する下水道管の

破損によって道路が陥没し、当該陥没箇所に草刈り機を装着したトラクター（以下「車

両」という。）が落下し、車両が全損した事故 

２ 当事者 

 甲 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

    新潟市 

     代表者 新潟市長 中原 八一 

 乙 新潟市南区高井興野７２番地２ 

    農事組合法人 高井興野農場 

     代表理事 杉柳 辰夫  

３ 和解の条件及び損害賠償の額  

 （１） 甲は乙に対して、上記事件に関する一切の損害賠償金として、金７，５５９，

１２５円を乙指定口座に支払う。 

 （２） 上記事件に関し前号のほか、甲、乙間に一切の債権債務関係がないことを確認

する。 
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議案第２０２号 

   権利の放棄について 

 次のとおり権利の放棄をするものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

１ 相手方 

  別表に掲げる者を相手方とする。 

２ 内容 

  別表の相手方の欄に掲げる者に対し同表の債権名の欄に掲げる権利を放棄する。 

３ 債権額 

  別表に掲げる債権額のとおり 

４ 放棄する額 

別表に掲げる債権額及びこれに係る放棄をする日までに発生する全ての違約金 

別表 

相手方 債権名 債権額 

新潟市中央区在住４名 

 

母子父子寡婦福祉資

金償還金 

5,430,209 円 

新潟市中央区在住２名 

 

母子父子寡婦福祉資

金償還金 

2,996,723 円 
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議案第２０３号 

財産の取得について 

 次のとおり財産を買い入れるものとする。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

 

財産名 数量 買入金額 買入の相手方 

情報系ノートパソコ

ン 

１式 329,194,800 円 新潟市中央区鐙２丁目１０番６号 

ＣＥＣ新潟情報サービス 株式会社 

常務取締役 齋藤 弘 
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議案第２０４号 

   財産の処分について 

 次の財産を売り払うものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

 

財産名 所在地 数量 

土 地 新潟市北区葛塚字正尺６１８番１ １０，６３５．４７平方メートル 
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議案第２０５号 

   契約の締結について 

 次のとおり協定を締結するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

 

工事名 契約金額  契約の相手方  

信越線荻川・亀田間

亀田こ線橋改築工事

の施行に係る協定 

4,730,800,000 円 群馬県高崎市栄町６番２６号 

東日本旅客鉄道 株式会社 上信越建

設プロジェクトマネジメントオフィス 

所長 島児 伸次 
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議案第２０６号 

契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

 

工事名 契約金額 契約の相手方 

鳥屋野運動公園球技

場災害復旧工事 

362,780,000 円 新潟藤田・堀川特定共同企業体 

代表者 

  新潟市中央区白山浦２丁目６４５番

地１ 

株式会社 新潟藤田組 

   取締役社長 藤田 直也 

構成員 

  堀川建設 株式会社  
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議案第２０７号 

指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

 

施設名 
指定管理者 

指定の期間 
所在地 名称 

新潟市老人憩の家

沼垂荘 

新潟市中央区鏡

が岡５番５号 

沼垂小学校区コミ

ュニティ協議会 

令和７年４月１日か

ら 

令和１２年３月３１

日まで 
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